
証券コード：2999

第34回　定時株主総会
招集ご通知

株主総会にご出席いただけない場合

インターネット又は書面（郵送）により議決権を
行使くださいますようお願い申し上げます。
議決権行使期限
2023年11月27日（月曜日）午後６時まで

開催日時
2023年11月28日（火曜日）午前10時
受付開始：午前９時30分

開催場所
ホテルアソシア静岡
３階　駿府Ⅱ
静岡県静岡市葵区黒金町56番地

議　　案
第１号議案 監査等委員でない取締役
　　　　　　３名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役
　　　　　　３名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である
　　　　　　取締役１名選任の件

　　ホームポジション株式会社



ごあいさつ

代表取締役社長

伴野　博之

　株主の皆様におかれましては、平素よりご高配を賜り、厚く御礼申

し上げます。

　第34回定時株主総会の招集ご通知をお届けするにあたりまして、

ごあいさつ申し上げます。

　当社は1989年の創業以来、新しい住宅環境の創造を通じて、人々
の生活の向上と地域社会の発展に貢献したいと考え、事業展開を進め
ております。

　最近ではデザイン性を重視し、「一棟一棟個性のある住宅」に加
え、統一感のある街並みと風景を追求した分譲地の商品開発に取り組
み、コストを抑え、品質・性能・居住性を追求した住み心地の良い住
宅を提供しております。

　当社は、上場会社としての社会的責任を自覚し、創業の地となる静

岡県を中心とする東海エリアはもとより、関東エリアにおいてもさら

なる成長を目指し、企業価値の向上により一層努めてまいりますの

で、株主の皆様におかれましては、一層のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申し上げます。

2023年11月
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株 主 各 位 証券コード  2999
（発送日）2023年11月13日

(電子提供措置の開始日）2023年11月  6日
静岡県静岡市清水区吉川260番地

ホームポジション株式会社
代表取締役社長　伴野　博之

■当社ウェブサイト
https://www.homeposition.co.jp/

■株主総会資料ウェブサイト
https://d.sokai.jp/2999/teiji/

■東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第34回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第34回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置
をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのう
え、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「企業サイトへ」「ＩＲ情報」「株式について」「株主総
会」を順に選択いただき、ご確認ください。）
　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、以下のいずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認
くださいますようお願い申し上げます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ホームポジション」又は「コード」に当
社証券コード「2999」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある
「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、以下のいずれかの方法により議決権を行使することができますので、株主総会
参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議案に対する賛否をご入力のうえ、
2023年11月27日（月曜日）午後６時までに議決権をご行使ください。
［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2023年11月27日（月曜日）午後６時までに到着するよ
うご送付ください。

敬　具
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■１ 日　　時 2023年11月28日（火曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）

■２ 場　　所 静岡県静岡市葵区黒金町56番地　ホテルアソシア静岡　3階　駿府Ⅱ
(末尾の定時株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

■３ 目的事項 報告事項 第34期（2022年９月１日から2023年８月31日まで）事業報告及び計算書類
報告の件

決議事項 第1号議案　監査等委員でない取締役３名選任の件
第2号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
第3号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

■４ 議決権行使につい
てのご案内

・インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使
を有効なものとしてお取り扱いいたします。

・インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を
問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛
否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

・後述の【議決権行使についてのご案内】もあわせてご参照ください。

　● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
　● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、電子提供措置をとっている各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を

掲載いたします。
　● 書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたしますが、当該書面は、法令及び定

款第14条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
計算書類の「個別注記表」

従いまして、当該書面に記載している計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査
をした対象書類の一部であります。

記

以　上
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の3つがございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年11月28日（火曜日）
午前10時

(受付開始：午前９時30分)

2023年11月27日（月曜日）
午後6時到着分まで

2023年11月27日（月曜日）
午後6時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１、２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。
インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたし
ます。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができま
す。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 9：00～21：00）
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1 会社の現況

第33期
（2022年８月期）

第34期
（2023年８月期） 前期比

金額（百万円） 金額（百万円） 増減額（百万円） 増減率

売上高 18,441 19,849 1,407増 7.6％増

営業利益 884 377 506減 57.3％減

経常利益 710 172 538減 75.8％減

当期純利益 476 120 355減 74.6％減

事業報告（2022年９月１日から2023年８月31日まで）

(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症との共存とともに社会経済活動の正常化が進んだ
一方、大幅な物価上昇や為替相場の急変動などの不安要素もあり、実体経済の先行きには不透明さが見られており
ます。
　当社の属する不動産業界におきましては、数年来の原材料価格、物流価格、外注人件費等の高止まりによる建築
コストの高騰に加え、住宅ローン金利の先高観などもあり、先々の住宅需要が見通しにくい事業環境となっており
ます。
　このような状況の下、当社は『「家がほしい」すべての人のために。』を企業理念とし、品質・性能・居住性を
追求したデザイン性に優れた住宅をお求めになりやすい価格で提供し、シェア拡大に努めてまいりました。
　以上の結果、当事業年度における業績は、売上高19,849,019千円（前期比7.6％増）、営業利益377,407千円
（前期比57.3％減）、経常利益172,019千円（前期比75.8％減）、当期純利益120,969千円（前期比74.6％
減）となりました。
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② 設備投資の状況
　当事業年度の設備投資の総額は28,561千円であり、その主な内容は、事業拡大を目的とした新規拠点（町田支
店）開設に伴うもの10,397千円及び人員増加に伴う社有車の増加7,689千円であります。

③ 資金調達の状況
　土地仕入資金の過半を金融機関より借入金として調達していますが、土地購入以外にも長期借入金として当事業
年度中に総額700,000千円の調達を行いました。また、総額500,000千円の無担保社債を発行いたしました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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第31期
（2020年８月期）

第32期
（2021年８月期）

第33期
（2022年８月期）

第34期
（2023年８月期）

売上高 (千円) 9,985,333 13,425,012 18,441,252 19,849,019

経常利益又は経常損失 (千円) △196,617 658,063 710,467 172,019

当期純利益又は当期純損失 (千円) △167,746 419,285 476,108 120,969

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失 (円) △36.55 91.35 98.37 20.20

総資産 (千円) 9,153,271 12,018,573 13,278,303 15,074,820

純資産 (千円) 2,704,569 3,123,854 4,179,562 4,150,782

１株当たり純資産額 (円) 589.23 680.58 697.76 692.95

(2) 直前3事業年度の財産及び損益の状況

(注) 当社は、2022年５月18日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第31期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し
て１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産額を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
　該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題
　当社の属する不動産業界におきましては、首都圏の戸建住宅に対する需要は底堅い面がある一方で、住宅価格の上
昇とコロナウイルスの感染拡大が一定の落ち着きを見せたことによる戸建住宅需要の一服もあり、地方エリアを中心
に完成在庫が増加傾向となるなど、受注環境の悪化が懸念される厳しい事業環境が続いております。
　このような状況の下、当社は中長期的にさらなる収益力向上を図る観点から、以下の事項を対処すべき課題として
認識し、着実に取り組んでまいります。

① 関東エリアのシェア拡大
　当社は東海エリア（静岡県２、愛知県１）に３拠点、関東エリア（東京都２、神奈川県３、埼玉県１）に６拠点
を構えております。当社が今後、事業規模を拡大させるには、需要が底堅く、かつデザインによる差別化が図られ
ている関東エリアでのシェアを拡大させる必要があると考えております。そのためには、関東エリアの既存店によ
る販売棟数を拡大することで全社の売上成長を牽引し、シェア拡大に取り組んでまいります。
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② プロジェクト用地取得の強化
　当社の行う戸建分譲事業において、プロジェクト用地の仕入は最も重要な施策であると認識しております。プロ
ジェクト用地の仕入には仲介業者を通じた仕入を多く行っておりますが、常に新規の仲介業者の開拓を行い、既存
の仲介業者との密接な関係を継続的に構築しながら、不動産情報についてもより多方面から取得していく仕組みを
築き上げ、プロジェクト用地取得の強化に向けて取り組んでまいります。

③ 収益力の改善
　収益力の改善においては、販売在庫の管理を徹底してまいります。これまでも一定の基準による管理を行ってお
りましたが、今後は販売ルールをより厳格にしてまいります。これにより在庫回転率が向上し、ひいては値引きリ
スクの軽減及び利益率の改善に繋がるものと考えております。加えて、戸建分譲住宅以外に土地の開発分譲も積極
的に行うことで、利益拡大を図ってまいります。

④ 人財の確保・育成
　当社では、従業員を重要な経営資源（人財）として認識しております。当社が引き続き持続的な成長をしていく
ために、不動産・住宅事業に関連する知見及び経験が豊かな人財の確保と当社事業を牽引する人財の育成に取り組
むことで、企業価値の向上に取り組んでまいります。

⑤ 資金調達
　当社のプロジェクト遂行には資金力が不可欠であり、現在は各金融機関よりプロジェクト毎に規模、期間を考慮
しながら機動的な資金調達を行っております。今後の当社の規模拡大に伴い、新規金融機関の開拓及び既存取引金
融機関との取引枠拡大を行ってまいります。加えて、資金効率の最適化を図り、金融費用の低減を図っていくこと
は今後さらに重要となっていくことから、より一層在庫管理及び財務管理に取り組んでまいります。

事業区分 事業内容
戸建分譲事業 木造分譲住宅の企画、用地仕入、宅地開発、設計、施工及び販売

(5) 主要な事業内容（2023年８月31日現在）

9



本店 静岡県静岡市

支店

静岡支店　　：　静岡県静岡市
横浜支店　　：　神奈川県横浜市
名古屋支店　：　愛知県名古屋市
浜松支店　　：　静岡県浜松市
神奈川支店　：　神奈川県横浜市
大宮支店　　：　埼玉県さいたま市
城東支店　　：　東京都葛󠄁飾区
相模原支店　：　神奈川県相模原市
町田支店　　：　東京都町田市

(6) 主要な営業所（2023年８月31日現在）

(注) 1. 2023年４月１日付で町田支店を開設しました。
 2. 本店・支店以外に東京都中央区に東京オフィスが所在いたします。

使用人数 平均年齢 平均勤続年数 前事業年度末比増減
100名 42.1歳 3.9年 9名増

(7) 使用人の状況（2023年８月31日現在）

(注) 1. 使用人数は就業人員であります。
2. パート社員の総数は、使用人数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
3. 当社の事業は、戸建分譲事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。
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借入先 借入金残高（千円）
株式会社静岡銀行 2,347,015

株式会社清水銀行 810,691

株式会社りそな銀行 551,000

株式会社三菱UFJ銀行 549,500

株式会社愛知銀行 416,360

浜松磐田信用金庫 391,350

株式会社神奈川銀行 348,700

株式会社常陽銀行 270,000

株式会社名古屋銀行 266,416

株式会社大光銀行 253,000

(8) 主要な借入先の状況（2023年８月31日現在）

(注) 株式会社静岡銀行の借入金残高には社債の残高179,200千円、株式会社清水銀行の借入金残高には社債の残高200,000千円、株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行の借入残高には社債の残高262,500千円、株式会社愛知銀行の借入金残高には社債の残高160,000千円、浜松磐田信用金庫の借入金残高
には社債の残高100,000千円、株式会社常陽銀行の借入金残高には社債の残高80,000千円がそれぞれ含まれております。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2 株式の状況（2023年８月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 18,360,000株
(2) 発行済株式の総数 5,990,000株
(3) 株主数 3,377名
(4) 大株主

株主名 持株数（株） 持株比率（%）
伴野　博之 2,956,000 49.34

伴野アセットマネジメント株式会社 500,000 8.34

野村證券株式会社 236,200 3.94

平松　裕将 176,000 2.93

ホームポジション従業員持株会 169,000 2.82

ａｕカブコム証券株式会社 90,800 1.51
ＢＡＲＣＬＡＹＳ　ＣＡＰＩＴＡＬ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　ＬＩＭＩＴ
ＥＤ 77,800 1.29

日本証券金融株式会社 55,400 0.92

ＪＰモルガン証券株式会社 46,000 0.76

遠藤　裕三 40,300 0.67
(注) 1. 自己株式は所有しておりません。

2. 持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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3 新株予約権等の状況

第１回新株予約権
発行決議日 2016年８月４日

新株予約権の数 12,000個

新株予約権の目的となる株式の種類と数（注）1 普通株式
(新株予約権１個につき

72,000株
６株)

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（注）1 新株予約権１個当たり
(１株当たり

1,952円
326円)

権利行使期間 2018年８月６日から
2026年８月４日まで

行使の条件 （注）2

役員の保有状況
（注）1

取締役
(監査等委員を除く)

取締役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

12,000個
72,000株

1名

社外取締役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

取締役
(監査等委員)

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株
予約権の状況

① 第１回新株予約権

(注) 1. 2019年７月18日付で行った１株を３株とする株式分割、及び2022年５月18日付で行った１株を２株とする株式分割により、「新株予約
権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」及び「役員の保有状況」は調整されております。

2. 新株予約権の行使条件は、以下のとおりです。
(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期

満了による退任又は定年退職の場合その他正当な理由による場合にはこの限りではない。
(2) 新株予約権の相続はこれを認めない。
(3) その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
(4) 当社の普通株式が国内の金融商品取引所に上場された場合に限り、新株予約権を行使することができる。
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第２回新株予約権
発行決議日 2017年７月25日

新株予約権の数 6,000個

新株予約権の目的となる株式の種類と数（注）1 普通株式
(新株予約権１個につき

36,000株
６株)

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（注）1 新株予約権１個当たり
(１株当たり

1,952円
326円)

権利行使期間 2019年７月26日から
2027年７月25日まで

行使の条件 （注）2

役員の保有状況
（注）1

取締役
(監査等委員を除く)

取締役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

6,000個
36,000株

1名

社外取締役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

取締役
(監査等委員)

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

② 第２回新株予約権

(注) 1. 2019年７月18日付で行った１株を３株とする株式分割、及び2022年５月18日付で行った１株を２株とする株式分割により、「新株予約
権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」及び「役員の保有状況」は調整されております。

2. 新株予約権の行使条件は、以下のとおりです。
(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期

満了による退任又は定年退職の場合その他正当な理由による場合にはこの限りではない。
(2) 新株予約権の相続はこれを認めない。
(3) その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
(4) 当社の普通株式が国内の金融商品取引所に上場された場合に限り、新株予約権を行使することができる。
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第３回新株予約権
発行決議日 2021年８月27日

新株予約権の数 146,000個

新株予約権の目的となる株式の種類と数（注）1 普通株式
(新株予約権１個につき

292,000株
２株)

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（注）1 新株予約権１個当たり
(１株当たり

1,489円
745円)

権利行使期間 2023年８月28日から
2031年８月27日まで

行使の条件 （注）2

役員の保有状況
（注）1

取締役
(監査等委員を除く)

取締役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

126,000個
252,000株

3名

社外取締役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

取締役
(監査等委員)

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

20,000個
40,000株

1名

③ 第３回新株予約権

(注) 1. 2022年５月18日付で行った１株を２株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使に際して出資さ
れる財産の価額」及び「役員の保有状況」は調整されております。

2. 新株予約権の行使条件は、以下のとおりです。
(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期

満了による退任又は定年退職の場合その他正当な理由による場合にはこの限りではない。
(2) 新株予約権の相続はこれを認めない。
(3) その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
(4) 当社の普通株式が国内の金融商品取引所に上場された場合に限り、新株予約権を行使することができる。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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4 会社役員の状況

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 伴野　博之 伴野アセットマネジメント(株)代表取締役社長

取締役 海野　純子 設計施工本部長 兼 設計施工部長

取締役 青木　　潤

取締役 小島　鉄也 管理本部長

取締役 山田　　浩 営業本部長

取締役（常勤監査等委員） 菊地　隆󠄂夫

取締役（監査等委員） 長町　真一
(弁)御宿・長町法律事務所代表
(株)パーキングマーケット取締役
リボーン債権回収(株)取締役

取締役（監査等委員） 小林　秀一 小林法務会計事務所代表
(株)新日本建物監査役

(1) 取締役の状況（2023年８月31日現在）

(注) 1. 取締役（監査等委員）菊地隆󠄂夫氏、長町真一氏及び小林秀一氏は社外取締役であります。
2. 取締役（監査等委員）菊地隆󠄂夫氏及び小林秀一氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・菊地隆󠄂夫氏は、長年にわたり経理・財務業務に携わってきた経験があります。
・小林秀一氏は、税理士の資格を有しております。

3. 2023年７月31日をもって、山口久男氏は取締役（監査等委員）を辞任いたしました。なお、退任時における重要な兼職は山口久男税理士事
務所所長、エームサービス(株)監査役、(株)ジャパンインベストメントアドバイザー監査役でありました。

4. 2023年７月31日をもって、取締役（監査等委員）であった山口久男氏が辞任したことに伴い、補欠の監査等委員である小林秀一氏が2023
年８月１日付で取締役（監査等委員）に就任いたしました。

5. 菊地隆󠄂夫氏を常勤の監査等委員として選定している理由は、日常的に重要な社内会議へ出席することにより情報を収集し、会計監査人、内部
監査部門等との十分な連携を通じて監査・監督の実効性を高めるためであります。

6. 当社は、取締役（監査等委員）菊地隆夫氏、長町真一氏及び小林秀一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ております。
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(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社と監査等委員である各取締役とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令に定める額としております。
　なお、2023年７月31日をもって辞任いたしました取締役（監査等委員）山口久男氏とも、同様の責任限定契約を
締結しておりました。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当
該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により
保険期間中に被保険者に対して提起された損害賠償請求にかかる訴訟費用及び損害賠償金等が填補されることとなり
ます。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令違反の行為であ
ることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対象とならないなど、一定の免責事由がありま
す。

(4) 取締役の報酬等
１．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、公正かつ透明性の高い手続きを確保し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るために、取締
役管理本部長である小島鉄也及び監査等委員である社外取締役２名（菊地隆夫氏及び長町真一氏）より構成され
る任意の指名・報酬委員会を設置しております。
　当社は、取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等につきまして、2021年２月
26日開催の定時取締役会、2021年８月27日開催の臨時取締役会において下記a.からe.に記載のとおり決議して
おります。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及
び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることから、当該決定方針に沿うもの
であると判断しております。
　取締役（監査等委員を除く。）の報酬額については、株主総会で承認された総額の範囲内で任意の指名・報酬委
員会における審議を経たうえで取締役会において決定しております。
　取締役（監査等委員）の報酬は原則として固定報酬のみであり、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内で、
職務の内容等を勘案し、2021年11月25日開催の監査等委員会において決定しております。なお、常勤である取
締役(監査等委員)１名につきましては、2021年８月27日開催の臨時株主総会及び定例取締役会において、第３回
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新株予約権の発行及び付与の決議をそれぞれ行っております。

a. 基本方針
　当社の取締役の報酬は、当社が持続的な成長を図っていくために、業績の向上や企業価値の向上に対するイン
センティブとして有効に機能すること及び決定手続きの透明性を確保することを、基本方針とします。
　具体的には、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等により構成します。
　なお、今後も法の趣旨に照らし、また他社の動向等も考慮のうえ、必要に応じて、報酬体系（基本報酬、業績
連動報酬等及び非金銭報酬等）の見直しを行うものとします。

b. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関
する方針を含む。）及び取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　株主総会で決議した報酬等の総額の限度内で、取締役の固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）の個別額につ
いては、コーポレート・ガバナンスの観点から、取締役会において、各人別の年額（月例定額制）を決議しま
す。
　なお、固定報酬としての基本報酬については、株主総会で決議した報酬等の総額の限度内で、当社の経営状
況、財務状況及び経済情勢等の各種状況を踏まえながら、各取締役について、①業績や事業に対する貢献度、②
これまでの会社に対する貢献、③役位、管掌部門に対する職責等を勘案して、代表取締役社長と人事担当取締役
が協議のうえ、基本報酬（金銭報酬）として個別支給額の素案を作成した後、報酬水準の妥当性等について監査
等委員会の意見の有無を確認した後、取締役会の決議に上程し、決定するものとします。

c. 業績連動報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に
関する方針を含む。）及び取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　業績に連動した報酬である賞与については、株主総会で決議した報酬等の総額の限度内で、取締役の任期１年
間の成果に報いる趣旨で、コーポレート・ガバナンスの観点から、取締役会において、各人別の支給額を決議し
ます。
　なお、支給額は、株主総会で決議した報酬等の総額の限度内で、当社の経営状況、財務状況及び経済情勢等の
各種状況を業績指標としての内容として踏まえながら、各取締役について、①業績や事業に対する貢献度、②役
位、管掌部門に対する職責等を勘案して、支給の可否及びその額を、代表取締役社長と人事担当取締役が協議の
うえ、金銭報酬としての個別支給額の素案を作成した後、報酬水準の妥当性等について監査等委員会の意見の有
無を確認した後、取締役会の決議に上程し、決定するものとします。
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区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の人数基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

監査等委員でない取締役
（うち社外取締役）

130,350
（－）

130,350
（－）

－
（－）

－
（－）

6名
（－名）

監査等委員である取締役
（うち社外取締役）

18,190
（18,190）

18,190
（18,190）

－
（－）

－
（－）

4名
（4名）

合　計
（うち社外取締役）

148,540
（18,190）

148,540
（18,190）

－
（－）

－
（－）

10名
（4名）

d. 非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関
する方針を含む。）及び取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　当社の業績向上や中長期的な企業価値向上に対する意欲や士気を高めること等を目的として、必要に応じて、
株主総会で決議した範囲内において、ストックオプション（新株予約権）を付与します。個別の取締役に付与す
るストックオプションの個数は、その付与の要否を含めて、各取締役における、①業績向上や中長期的な企業価
値向上に対する貢献期待度、②役位、管掌部門に対する職責等を勘案して、代表取締役社長と人事担当取締役が
協議のうえ、個別付与数の素案を作成した後、報酬水準の妥当性等について監査等委員会の意見の有無を確認し
た後、取締役会の決議に上程し、決定するものとします。

e. 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額及び非金銭の報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の
決定に関する方針

　取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチ
マークとする報酬水準等を踏まえ、上位の役位ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成とするものとします。
　また、非金銭報酬等については、中長期的な企業価値向上に貢献し、かつ、株価変動のメリットとリスクを株
主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への意欲が高まるように、最適な支給割合とするものとします。
　具体的な割合については、代表取締役社長と人事担当取締役が協議のうえ、種類別の報酬割合を含めた個別支
給額（非金銭報酬においては個別付与数）の素案を作成した後、種類別の割合の妥当性等について監査等委員会
の意見の有無を確認した後、取締役会の決議に上程し、決定するものとします。

２．当事業年度に係る報酬等の総額

(注)1.　取締役の報酬限度額は、2016年６月30日開催の臨時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）について年額300百万円以内、取締
役（監査等委員）について年額30百万円以内と決議いただいております。
なお、当該臨時株主総会終結時点の取締役の員数は、取締役（監査等委員を除く）３名、取締役（監査等委員）３名です。

2.　当事業年度において業績連動報酬等の支給実績はございません。
3.　上表には、2022年11月22日開催の第33回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名、及び2023年7月31日をもって辞任した

社外取締役１名を含んでおります。
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出席状況、発言状況及び社外役員に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　菊地隆󠄂夫

当事業年度に開催された取締役会18回全てに、また当事業年度に開催された監査等委員会12
回全てに出席いたしました。財務及び会計に関する知見及び経験豊富な経営者の観点から、
社外取締役として適時必要な発言を行うなど、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、任意の指名・報酬委員
会の委員長として、当事業年度に開催された委員会３回のうち全てに出席し、客観的・中立
的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を主導しており
ます。

取締役　長町真一

当事業年度に開催された取締役会18回全てに、また当事業年度に開催された監査等委員会12
回全てに出席いたしました。弁護士としての専門的な見地及び豊富な経験と幅広い見識か
ら、社外取締役として適時必要な発言を行うなど、独立した立場から意思決定の妥当性・適
正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、任意の指名・報酬委員会の委
員として、当事業年度に開催された委員会３回のうち全てに出席し、客観的・中立的立場で
当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

取締役　山口久男

2023年７月31日辞任までの当事業年度に開催された取締役会17回のうち14回、また2023
年７月31日辞任までの当事業年度に開催された監査等委員会10回のうち９回に出席いたしま
した。税理士としての専門的な見地及び豊富な経験と幅広い見識から、社外取締役として適
時必要な発言を行うなど、独立した立場から意思決定の妥当性・適正性を確保するための適
切な役割を果たしておりました。また、任意の指名・報酬委員会の委員として、2023年７月
31日辞任までの当事業年度に開催された委員会３回のうち２回に出席し、客観的・中立的立
場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っておりまし
た。

(5) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役菊地隆󠄂夫氏は、記載すべき重要な兼職先はありません。
・取締役長町真一氏は、（弁）御宿・長町法律事務所の代表、（株）パーキングマーケットの取締役及びリボ

ーン債権回収（株）の取締役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。
・取締役小林秀一氏は、小林法務会計事務所の代表、及び（株）新日本建物の監査役であります。当社と各兼

職先との間には特別の関係はありません。
・2023年７月31日をもって辞任いたしました取締役山口久男氏は、山口久男税理士事務所所長、エームサー

ビス(株)監査役、及び(株)ジャパンインベストメントアドバイザー監査役でありました。当社と各兼職先と
の間には特別の関係はありません。なお、(株)ジャパンインベストメントアドバイザー監査役につきまして
は、2023年７月31日をもって辞任しております。

② 当事業年度における主な活動状況
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出席状況、発言状況及び社外役員に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　小林秀一

2023年８月１日就任後から当事業年度に開催された取締役会１回全て、また2023年８月１
日就任後から当事業年度に開催された監査等委員会２回全てに出席いたしました。税理士と
しての専門的な見地及び豊富な経験と幅広い見識から、社外取締役として適時必要な発言を
行うなど、独立した立場から意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果た
しております。
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5 会計監査人の状況

区分 金額（千円）
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21,000

(1) 会計監査人の名称
　太陽有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要
な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合は、株主総会に
提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後
最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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6 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するため
の体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(ａ) 企業行動規範をはじめ、取締役及び使用人が順守すべき社内規程等を定め、法令等への順守体制を確立す

る。
(ｂ) 職務執行については、法令、定款及び社内規程等に基づき、取締役会、経営会議の会議体又は稟議書によ

り決定する。
(ｃ) 取締役及び使用人に対するコンプライアンスの教育・研修を継続的に行う。
(ｄ) 代表取締役社長直轄の内部監査室は、当社のコンプライアンスの状況・業務の適正性に関する内部監査を

実施し、重要な結果についてはその結果を取締役会及び監査等委員会に報告する。
(ｅ) 法令違反等を未然に防止する体制として内部通報制度を導入する。
(ｆ) 反社会的勢力には全社において、組織的に毅然とした態度で対応し、必要に応じて警察等関係機関や顧問

弁護士と連携する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会において、「文書管理規程」、「情報セキュリティ基本方針」その他の社内規程を整備するものとし、
適宜見直すものとする。取締役の職務執行に係る情報は、法令、定款、及び「文書管理規程」、「情報セキュリテ
ィ基本方針」等の社内規程、方針等に従い、文書（紙又は電磁的媒体）に記録して適切に保管、管理し、取締役が
必要に応じて閲覧できる体制を整備する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ａ) 当社は「リスク管理基本規程」を定め、経済的損失の危機管理を行うとともに、リスク管理委員会を設置

し、定例的にリスクの点検、評価、対策等を管理、監督する。
(ｂ) 経営上、重要事項に係るリスクは、取締役会及び経営会議において十分な協議・審議を行う。
(ｃ) 市場リスク、信用リスク、情報漏洩リスク等の個別のリスクについては、それぞれ社内規程に定める方法

により、適切な管理を行う。
(ｄ) 労働災害、自然災害等への対応については、社内連絡体制を構築するとともに組織的な対応を行う。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ａ) 的確かつ迅速な企業経営を重要課題と位置づけ、コーポレート・ガバナンス体制の充実を図りながら、素
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早い意思決定と効率的な経営体制の構築に努める。
(ｂ) 取締役会は少なくとも月に１回以上開催し、情報の共有及び意思の疎通を図り、会社の重要事項を決議す

るとともに、各取締役は他の取締役の業務執行を監督する。
(ｃ) 取締役会の下に経営会議を設置し、原則として月に１回開催する。経営会議では取締役会から委譲された

権限の範囲内における様々な経営課題等について協議・審議を行う。
(ｄ) 取締役会は、経営組織、各取締役の職務分掌を定め、各取締役は職務分掌に基づき適切に業務を執行す

る。
(ｅ) 取締役会の諮問機関として、過半数を社外取締役で構成する任意の「指名・報酬委員会」を設置し、取締

役の指名、報酬及び報酬制度等の決定にあたり、客観性・公正性・透明性を確保するため、「指名・報酬
委員会」での審議を経て、取締役会で決議を行う。

⑤ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び当該使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項
並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
(ａ) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議の

うえ当該補助使用人を任命する。
(ｂ) 当該補助使用人は、監査等委員会より指示された業務の実施に関して、他の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）からの指示・命令を受けないこととする。
(ｃ) 当該補助使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員会の職務の補助に係る業務を優先して行

うものとする。
(ｄ) 当該補助使用人（他部署の使用人を兼務する者を含む）の人事異動、評価、懲戒処分等に関しては、事前

に監査等委員会に報告し、その了承を得ることとする。

⑥ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制
(ａ) 取締役会、経営会議といった会議体に限らず、取締役（監査等委員である取締役を除く。）より監査等委

員に対して適宜又は監査等委員の求めに応じ情報提供を行う。
(ｂ) 常勤の監査等委員は経営会議に出席し、監査等委員会において又は他の監査等委員の求めに応じ他の監査

等委員に対し経営会議における議題及び審議の経過を報告する。
(ｃ) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、法令等に違反する事項、会社の信用、業績等

に重大な影響を与える事項、または重大な影響を与えるおそれのある事項が発覚した時には、速やかに監
査等委員会に報告する。

(ｄ) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会が職務の執行に関する事項の報
告を求めた場合又は業務及び財産の調査を行う場合は、これに協力するものとし迅速かつ適切に対応す
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る。
(ｅ) 内部監査室は、監査等委員会に対し、定期的に当社における内部監査の結果その他活動状況の報告を行う

ものとする。
(ｆ) コンプライアンス委員会は、監査等委員会に対し、定期的に当社における内部通報の状況の報告を行うも

のとする。

⑦ ⑥(ｃ)の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制

　内部通報制度を利用した通報者又は監査等委員会に報告した取締役若しくは使用人が当該報告を行ったことを理
由とした不利益となる一切の行為を禁止する。

⑧ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に限る。）について生ずる費用又は債務の処
理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い等を請求した時は、速やかにこれに応じる。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(ａ) 監査等委員会は、会計監査人及び内部監査室と連携、協力し、さらに各監査等委員との連携を高め、実効

性のある監査を実施するものとする。
(ｂ) １年に数回程度、監査等委員と代表取締役及び監査等委員でない取締役との間で定期的に意見の交換を実

施する。

⑩ 財務報告の適正性を確保するための体制
　当社は、当社の定める「財務報告に係る内部統制の基本方針」に従い、金融商品取引法及びその他関係法令等が
求める財務報告の適正性を確保するための体制を整備する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　取締役会を18回開催し、各取締役の職務執行状況の報告、質疑応答及び意見交換を行うことにより、取締役
の相互監視機能による業務執行の監督を行っております。また、社内規程の整備、資金調達、支店開設・廃止そ
の他重要事項につきましては、取締役会での審議及び決議を行い、ガバナンス機能の充実に努めております。
　また、経営会議を12回開催し、全般的業務執行方針に関する事項などについて報告及び審議等がなされまし
た。

②　監査等委員会を12回開催するとともに、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を行い、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、業務及び財産の状況の調査を実施しております。内部統制システムについては、取締役（監査等委
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員である取締役を除く。）及び使用人等からその構築及び運用状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明しております。
　また、監査等委員全員は内部監査室と毎月情報共有を行っております。さらに、会計監査人が独立の立場を保
持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の遂行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めるなど適宜情報共有を行っております。

③　コンプライアンス委員会及びリスク管理委員会を原則四半期毎に開催しております。コンプライアンス委員会
では、法律改正への対応、コンプライアンスプログラムの検討、内部通報制度の運用状況の確認、他社不祥事事
例の共有等を行いました。また、リスク管理委員会では、新型コロナウイルス感染症対策、リスクの種類別の見
直し、対応方針及び対応状況の確認や危機管理広報等について協議いたしました。

④　内部監査室は「内部監査規程」に基づき業務全般に亘り適宜、業務の有効性及び効率性、法令順守、財務報告
の信頼性等の観点より内部監査を行い、その監査結果の代表取締役社長への報告を行っております。また適宜、
監査等委員会、会計監査人との情報共有を行っております。

7 株式会社の支配に関する基本方針
　特記すべき事項はありません。
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８ 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、財政状態・経営成績・事業計画等を勘案し、株主に対して安定的かつ継続的な利益還元を実施する方針で
あり、当面は１株当たり純利益に対する配当性向30％を目安として配当を実施していく方針であります。
　剰余金の配当は年１回を基本的な方針としており、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項につい
ては、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨を定款で定め
ております。なお、期末配当の基準日は毎年８月31日、中間配当の基準日は毎年２月末日とする旨を定款に定めて
おります。
　このような方針の下、第34期の期末配当につきましては、2023年10月26日開催の取締役会において、以下のと
おり剰余金の処分に関する決議をいたしました。

① 配当財産の種類
　 金銭といたします。
② 配当財産の割当に関する事項及びその総額
　 当社普通株式１株につき５円　総額29,950,000円
③ 剰余金の配当が効力を生じる日  2023年11月29日

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（2023年８月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

(資産の部)
流動資産
現金及び預金
完成工事未収入金
販売用不動産
仕掛販売用不動産
前渡金
前払費用
未収還付法人税等
未収消費税等
その他

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウエア
電話加入権
投資その他の資産
出資金
長期前払費用
繰延税金資産
差入保証金

　

14,744,813
2,349,944
23,356

4,214,764
7,705,747
93,649
43,264
39,363
148,079
126,643
330,006
213,875
127,342
2,323
4,418
18,950
58,589
2,250
14,430
13,795
635

101,699
390

15,224
62,435
23,649

　

(負債の部)
流動負債 8,789,567
工事未払金 931,485
短期借入金 6,938,050
１年内償還予定の社債 281,800
１年内返済予定の長期借入金 414,836
未払金 16,104
未払費用 35,594
未払法人税等 1,959
前受金 50,190
預り金 19,969
賞与引当金 96,636
その他 2,941

固定負債 2,134,470
社債 829,900
長期借入金 1,291,034
資産除去債務 12,799
その他 737

負債合計 10,924,037
(純資産の部)
株主資本 4,150,782
資本金 389,800
資本剰余金 289,800
資本準備金 289,800

利益剰余金 3,471,182
その他利益剰余金 3,471,182
別途積立金 179,000
繰越利益剰余金 3,292,182

純資産合計 4,150,782
資産合計 15,074,820 負債純資産合計 15,074,820

計算書類
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損益計算書（2022年９月１日から2023年８月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 19,849,019
売上原価 17,539,234

売上総利益 2,309,784
販売費及び一般管理費 1,932,376
営業利益 377,407
営業外収益 35,839
受取利息 24

受取配当金 5

受取手数料 24,651

解約手付金収入 7,650

その他 3,508
営業外費用 241,227
支払利息 148,648

社債利息 13,967

支払手数料 64,158

その他 14,452

経常利益 172,019
特別損失 383
固定資産除却損 383

税引前当期純利益 171,636
法人税、住民税及び事業税 59,906
法人税等調整額 △9,239

当期純利益 120,969
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(単位：千円)

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 389,800 289,800 289,800 179,000 3,320,962 3,499,962 4,179,562 4,179,562

当期変動額

剰余金の配当 △149,750 △149,750 △149,750 △149,750

当期純利益 120,969 120,969 120,969 120,969

当期変動額合計 － － － － △28,780 △28,780 △28,780 △28,780

当期末残高 389,800 289,800 289,800 179,000 3,292,182 3,471,182 4,150,782 4,150,782

株主資本等変動計算書（2022年９月１日から2023年８月31日まで）
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 太陽有限責任監査法人
　 大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡本　伸吾　　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉永　竜也　　㊞

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2023年10月18日

ホームポジション株式会社

取締役会　御中

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ホームポジション株式会社の2022年
９月１日から2023年８月31日までの第34期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び
運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2022年９月１日から2023年８月31日までの第34期事業年度における取締役の
職務の執行について監査いたしました。
　その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議
の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重
要な会議に出席し、取締役及び使用人からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査しました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしまし
た。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

ホームポジション株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 菊 地　隆󠄂 夫  ㊞
監 査 等 委 員 長 町　真 一  ㊞
監 査 等 委 員 小 林　秀 一  ㊞

2023年10月25日

(注) 常勤監査等委員の菊地隆󠄂夫並びに監査等委員の長町真一及び小林秀一は、会社法第２条第15号及
び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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第1号議案 監査等委員でない取締役３名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位

1 と も

伴
の

野
 

　
ひ ろ

博
ゆ き

之 代表取締役社長 重 任
　

2 う ん

海
の

野
 

　
じゅん

純
こ

子 取締役 重 任
　

３ ま つ

松
だ

田　
み つ

三
ゆ き

幸 － 新 任
　

重 任 重任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者

株主総会参考書類

　現任の監査等委員でない取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますが、今後の業績改善
に向けた社内取締役の人員最適化、及び社外取締役比率の向上によるガバナンス強化を目的として２名減員し、監査
等委員でない取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案については、監査等委員会から全ての取締役候補者について適任である旨の意見を得ております。
　監査等委員でない取締役候補者は、次のとおりであります。

36



候補者番号
ふり
氏

がな
名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

重 任

1
　

とも

伴
の

野
 

　
ひろ

博
ゆき

之
（1960年９月３日）

    1979年    4 月 静岡県警察官奉職
    1979年    10月 三菱電機㈱静岡製作所入社
    1980年    3 月 ㈱ミツワ建設入社
    1981年    2 月 大屋敷精密㈱入社
    1982年    3 月 丸の内建設㈱入社
    1983年    2 月 サンホーム工業㈱入社
    1987年    12月 モア・ハウジングコンポーネント㈱入社　取締役就任
    1989年    12月 当社設立

当社代表取締役社長就任（現任）
2022年 １月       伴野アセットマネジメント㈱設立

代表取締役社長就任（現任）

2,956,000株

(選任理由)
候補者は、当社創業者として、当社発展の礎を築き、牽引してまいりました。不動産業界に長く携わってきてお
り、業界に精通し、高い経営能力を発揮しながらこれまで代表取締役社長として重要な業務執行の意思決定に深く
携わってきており、様々な経営課題に取り組んできた経験を勘案し、今後も当社の取締役としての職務を適切に遂
行できるものと判断いたしました。

候補者番号
ふり
氏

がな
名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

重 任

2
　

うん

海
の

野
 

　
じゅん

純
こ

子
（1972年２月８日）

    1994年    12月 静岡電装㈱入社
    1999年    10月 当社入社
    2010年    11月 当社横浜支店長就任
    2014年    8 月 当社営業施工本部施工管理部長兼横浜支店長就任
    2015年    9 月 当社営業施工部門施工管理部長兼横浜支店長就任
    2016年    7 月 当社設計施工本部長兼設計施工部長兼横浜支店長就任
    2017年    3 月 当社取締役設計施工本部長兼設計施工部長就任（現任）

－株

(選任理由)
候補者は、当社で長年にわたり営業から設計施工全般と幅広く業務に携わり、当社の発展に大きく寄与してまいり
ました。豊富な業務経験はこれまでの協力業者との良好な取引関係維持、発展に重要な役割を果たしてきており、
今後も当社の取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断いたしました。
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候補者番号
ふり
氏

がな
名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

新 任

３
　

まつ

松
だ

田
 

　
みつ

三
ゆき

幸
（1967年5月18日）

1991年  4月　　丹羽会計事務所入所
1995年  4月　　㈱カネシマ入社
1997年  4月　　㈱ラムラ入社　経理部長就任
2010年11月　　大和地所レジデンス㈱入社　財務部次長就任
2014年  4月　　同社財務部長就任
2016年  4月　　同社管理副本部長就任
2018年11月　　㈱BIG サービス入社　専務執行役員兼経営管理部長就任
2021年11月　　㈱ソフィアホールディングス入社　執行役員就任
2022年  4月　　㈱コパ・コーポレーション入社　取締役管理本部長就任
2023年  6月　　日本住宅㈱入社　執行役員管理副本部長就任
2023年11月　　当社入社

－株

(選任理由)
候補者は、不動産会社を含む複数の事業会社において、長年にわたり財務・経理部門の責任者として従事し、財務
及び会計に関する豊富な経験・知見と高い専門性を有しております。また、管理部門の取締役・執行役員としての
経験から、経営的な視点も十分に持ち合わせております。
従って、当社の持続的な成長と企業価値の向上に向けて、当社の取締役としての職務を適切に遂行できるものと判
断し、新任取締役候補者としております。

(注) 1. 取締役候補者伴野博之氏を除く各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者伴野博之氏は、当社の大株主であり、親会社等に当たります。
3. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を

受け取ることによって生ずることのある損害を、当該保険契約により補填することとしております。各取締役候補者の選任が承認されます
と、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。ま
た、被保険者の保険料負担はありません。
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第2号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位

1 き く

菊
ち

地
 

　
た か

隆
お

夫 取締役（常勤監査等委員） 重 任
　

2 な が

長
ま ち

町
 

　
し ん

真
い ち

一 取締役（監査等委員） 重 任
　

３ こ

小
ばやし

林
 

　
ひ で

秀
か ず

一 取締役（監査等委員） 重 任
　

重 任 重任取締役候補者

　現任の監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査等委員で
ある取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案については、全ての取締役候補者について監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

39



候補者番号
ふり
氏

がな
名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

重 任

1
　

きく

菊
ち

地
 

　
たか

隆
お

夫
（1955年８月19日）

    1978年    4 月 日本電気㈱入社　経理部配属
    1989年    11月 NEC Technologies Hong Kong Ltd.出向
    1996年    6 月 NEC山口出向　総務部長兼経理課長
    2000年    6 月 日本電気㈱制御事業本部事業企画部経理部長
    2002年    7 月 NECネットワークス経理部第二部長
    2003年    5 月 NEC Australia Pty.　Ltd.出向
    2007年    5 月 NECフィールディング㈱取締役執行役員兼経理部長
    2013年    6 月 NECインフロンティア㈱常勤監査役
    2014年    7 月 NECプラットフォームズ㈱常勤監査役
    2018年    6 月 当社社外取締役常勤監査等委員（現任）

－株

(選任理由及び期待される役割の概要)
候補者は、長年日本電気㈱及びそのグループ会社において経理業務を中心として従事してきました。同社グループ
内では取締役及び監査役を歴任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しているのみならず、ガバナ
ンスに関しても相当の知見を有しております。引き続き、当社において監査等委員である社外取締役として、当社
経営陣から独立した立場で客観的、中立の立場から、取締役会等において有益なご意見やご指摘をいただくことに
より、取締役会のさらなる機能強化及び中期的な企業価値の向上に資すると判断いたしました。

候補者番号
ふり
氏

がな
名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

重 任

2
　

なが

長
まち

町
 

　
しん

真
いち

一
（1971年５月21日）

    2004年    10月 東京第一弁護士会弁護士登録
    2004年    10月 飯沼総合法律事務所入所
    2010年    7 月 長町法律事務所（現（弁）御宿・長町法律事務所）代表（現任）
    2012年    5 月 ㈱パーキングマーケット取締役（現任）
    2014年    10月 リボーン債権回収㈱取締役（現任）
    2016年    6 月 当社社外取締役監査等委員（現任）

－株

(選任理由及び期待される役割の概要)
候補者は、弁護士としての法律・コンプライアンスに関する専門的見地、豊富な経験や優れた見識に加えて、他の
会社の取締役としての豊富な経験を有しております。引き続き、当社において監査等委員である社外取締役とし
て、当社経営陣から独立した立場で客観的、中立の立場から、取締役会等において有益なご意見やご指摘をいただ
くことにより、取締役会のさらなる機能強化及び中期的な企業価値の向上に資すると判断いたしました。
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候補者番号
ふり
氏

がな
名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

重 任

３
　

こ

小
ばやし

林
 

　
ひで

秀
かず

一
（1954年５月８日）

1979年    4 月 東京国税局入局
2005年    7 月 国税庁税務大学校　研究部教授
2008年    7 月 信濃中野税務署長
2011年    7 月 横須賀税務署長
2013年    7 月 甲府税務署長
2014年    7 月 東京上野税務署長
2016年    8 月 小林法務会計事務所代表（現任）
2019年    6 月 ㈱新日本建物 社外監査役（現任）
2023年    8 月 当社社外取締役監査等委員（現任）

－株

(選任理由及び期待される役割の概要)
候補者は、上場会社の社外監査役になること以外の方法で会社経営に直接関与した経験をお持ちではないものの、
税務行政に長年携わられた経験や、税理士として会社税務に関する豊富な経験と知見を有しております。引き続
き、当社において監査等委員である社外取締役として、当社経営陣から独立した立場で客観的、中立の立場から、
取締役会等において有益なご意見やご指摘をいただくことにより、取締役会のさらなる機能強化及び中期的な企業
価値の向上に資すると判断いたしました。

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 菊地隆夫氏、長町真一氏及び小林秀一氏は、社外取締役候補者であります。
3. 当社は、菊地隆夫氏、長町真一氏及び小林秀一氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める額としております。なお、各氏の再任が承認された
場合には、当該契約を継続する予定であります。

4. 菊地隆夫氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、同氏の在任期間は、本総会終結の時をもって５年５ヶ月となりま
す。

5. 長町真一氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、同氏の在任期間は、本総会終結の時をもって７年５ヶ月となりま
す。

６. 小林秀一氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、同氏の在任期間は、本総会終結の時をもって４ヶ月となります。
７. 当社は、菊地隆夫氏、長町真一氏及び小林秀一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており、それぞ

れ再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。
８. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を

受け取ることによって生ずることのある損害を、当該保険契約により補填することとしております。各監査等委員である取締役候補者の選任
が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定して
おります。また、被保険者の保険料負担はありません。
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第3号議案 補欠の監査等委員である取締役1名選任の件

ふり
氏

がな
名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

独立役員

社外取締役

あさ

朝
づま

妻
 

　
り

理
え

恵
こ

子
（1983年6月23日）

　

2010年12月　　東京弁護士会弁護士登録
2010年12月　　高岡総合法律事務所入所
2014年 ４月　　リバティ法律事務所入所（現任）

－株

(選任理由及び期待される役割の概要)
候補者は、会社経営に直接関与した経験をお持ちでないものの、弁護士としての法律・コンプライアンスに関する専門的見
地を有していることから、同氏が補欠の監査等委員である社外取締役に選任された場合の役割として、当社経営陣から独立
した立場で客観的、中立の立場から、取締役会等において有益なご意見やご指摘をいただくことにより、経営全般の監視と
有効な助言をしていただくことを期待して、補欠の監査等委員である取締役候補者といたしました。

　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取締役１名の
選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

(注) 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 朝妻理恵子氏は補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。また、㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしてい

るため、同氏が監査等委員である取締役に就任された場合、同取引所に独立役員として届け出る予定であります。
3. 当社は、朝妻理恵子氏が補欠の監査等委員である社外取締役として選任が承認され、監査等委員である社外取締役に就任した場合、同氏との

間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づ
く損害賠償責任の限度額は、法令に定める額としております。

4. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を
受け取ることによって生ずることのある損害を、当該保険契約により補填することとしております。朝妻理恵子氏が監査等委員である取締役
に就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、被保険者の保険料負担はありません。

以　上
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定時株主総会会場ご案内図

会　場 静岡県静岡市葵区黒金町56番地　ホテルアソシア静岡　3階　駿府Ⅱ
TEL 054-254-4141

交　通 ＪＲ静岡駅北口より　 徒歩約１分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

静岡交通ビル

東海道新幹線

東海道本線
パルシェ駐車場

ロータリー
バスターミナル

J R 静 岡 駅

南口
JR東海
静岡支社

松坂屋

静岡駅前交番

エクセルワード
静岡ビル

市立伝馬町小学校

静岡パルコ

静岡モディ

国道１号線
東京方面名古屋方

面

北口

ホテルアソシア静岡
会　場

御
幸
町
通
り

呉服町通り

つ
つ
じ
通
り

静岡中央
郵便局

葵タワー

※株主総会専用の駐車場のご用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。


